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日本は1985年を情報教育元年と位置づけ、情報教育の推進に力を注いできたが、近年の情報通信技術の発達と普及により、教育現場ではコンピュータを活用する授業(e-learning)が増えてきている。この背景には2001年に内閣が発表した「e-Japan戦略」が大いに影響を及ぼしていると考えられる。

　2001年1月に国家として初のIT戦略である「e-Japan戦略」が政府により発表され、その後いくつかの重点計画の発表を経て今日に至っている。当初は概括的な内容であったが、漠然と「外国語」とあった指摘が「英語」と明確に示されるようになり、『「英語が使える日本人」の育成のための行動計画』が発表され、教員採用試験にはIT活用能力の観点も導入することが明示され、フリーター、NEET、不登校対策としてe-learningが奨励されるようになってきている。
　大学現場においてはバーチャル・リアリティを活用した高度な遠隔地授業を試みている大学もあるが、多くは基盤システムを利用したCALLが実践されており、2003年NIMEから出された大学の実態調査結果によれば、これまでとは異なる学習形態に対応するだけの教員やTAのスキルが不十分であり、e-learningの実施はそれほど進んでいるとはいえない、と総括している。入学段階の基礎学力の補習と教養課程から専門課程への橋渡し的な段階においてe-learningをどう位置づけるか、大学内で開発した教材を国内外に発信できているかどうか、さらには、爆発的に普及しつつある携帯電話と教育をいかに融合させるかは、「大学全入時代」となるまさにこの時期、大学の経営戦略として大きな課題であるといえる。
　今後、社会はe-Japanからu-Japanへと移行し、大学教育に限らず生涯教育の観点からもユビキタスの概念はより重要となってくる。英国で2003年から始まった国家プロジェクトともいうべきe-University Projectはわずか半年で中止となった。テクノロジー威力を過信したための失敗であった。対面活動の利点とe-learningの利点と、それぞれを効果的に組み合わせて活用していくことが大切であることを忘れてはならない。
